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１．はじめに 

 産業企業情報 No.2023-11（2023 年４月４日発刊）では、中小企業がＳＤＧｓを経営戦略に取り込

んで事業機会に活かす上で有効な施策の一つとして、独立行政法人国際協力機構（以下、「ＪＩＣ

Ａ」という。）が取り組む「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」（以下、「ＪＩＣＡ支援事業」と

いう。）について、担当者の声を盛り込みながら紹介した。 

 今後、シリーズ・レポートとして、ＪＩＣＡ支援事業を活用してさらなる飛躍を図る中小企業の

事例を紹介するものを発行する。個社の事例を、ニュース＆トピックスにて紹介するとともに、順

次、複数社の事例をとりまとめた産業企業情報を発刊していく予定である。 

 なお、本稿作成に際して、株式会社ＳＰＥＣ 代表取締役社長 久保祐一様ならびに営業・企画部

長 上林思瑶様に取材をさせていただいた。貴重なお時間を頂戴したことに、この場をお借りして

お礼申し上げたい。 

２．個別事例の紹介（株式会社ＳＰＥＣ） 

（１）同社の概要 

同社は、東京都杉並区に本社を置き、土壌硬化剤ＳＴＥＩＮの製造・販売等を主要業務とする

（図表１）。親会社は、久保金属（株）（東京都杉並区）および（株）村松綜合科学研究所（北海

道上川郡美瑛町）である。 

親会社の一つである久保金属（株）では、金属加工の工程の一つであるメッキ処理において発

生する環境問題を把握しており問題視していた。1970 年代に公害問題がクローズアップされる

                         
1 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230404-
sdgssdgs1-jica.html）を参照 
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 シリーズ・レポートとして、ＪＩＣＡの「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」を活用してさ

らなる飛躍を図る中小企業の事例を紹介するものを発行する。今後、個社の事例を、ニュース＆

トピックスにて紹介するとともに、順次、複数社の事例をとりまとめた産業企業情報を発刊して

いく予定である。 

 今回は、東京都杉並区に本社を置き、土壌硬化剤ＳＴＥＩＮ
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の製造販売等を主要業務とする株式

会社ＳＰＥＣの事例を紹介する。なお、同社は、2016 年７月および 2019 年３月からの２度にわ

たりＪＩＣＡ支援事業を活用して、カンボジア王国においてＳＴＥＩＮを活用した灌漑・農業施

設整備等に関する案件化、当該技術の普及・実証に取り組んだ。 
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中、久保金属（株）

は、公害防止の観

点から、メッキを

非水溶とする技

術をはじめ環境

対策技術の開発

に取り組み、現行

のＳＤＧｓにつ

ながる「環境経

営」に軸足を置い

てきた。 

こうした中、久

保社長は、元本田

技研工業のエン

ジニアである村

松孝雄氏（現・村松綜合科学研究所所長、同社取締役）と出会い、久保社長は、2004 年 10 月に、

共同で、北海道上川郡美瑛町において同社を設立した。久保社長は「人や社会に役立つ仕事をし

たい」、「国内外を問わず人々の生活向上に貢献したい」という強い想いを常に持ち、この熱意か

ら、村松氏より首都圏および国外での営業活動を一任された。翌 05年 10月に、久保社長が代表

を務める久保金属（株）の本社がある東京都杉並区に同社の本拠地を移すとともに、代表取締役

社長に就任した。なお、主力製品である土壌硬化剤ＳＴＥＩＮは、（株）村松綜合科学研究所の

ある北海道美瑛町にて製造、在庫管理をしている。 

同社の営業・企画部門を統括する上林部長は、ケニアでの青年海外協力隊の経験（未舗装道路

の放置、雨水に依存する農業等の実態）を踏まえ、当時に達成できなかったことを実現したいと

いう強い想いから、以下で紹介するＪＩＣＡの案件化調査事業が終わり普及・実証・ビジネス化

事業が開始するまでの狭間にあたる 2018 年に、同社へ入社をしている。 

（２）同社の主力製品・土壌硬化剤「ＳＴＥＩＮ
シ ュ タ イ ン

」 

 土壌硬化剤「ＳＴＥＩＮ」は、複数の添加剤（27 種類の無機化合物）を事前混和したＳＴＥＩ

Ｎ元素と普通セメントとを「５：95」の割合で混合した粉末状の製品であり、村松孝雄氏が、1975

年に開発した。開発当時、北海道の未舗装道路や灌漑設備等の施工で活用されていたが、1980 年

代には、（株）村松綜合科学研究所が台湾2をはじめアジア地域で事業展開をするとともに、欧米

にも出荷した実績を持つ。2007 年には、久保金属（株）が、北見工業大学との共同研究3や国立

研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下、「農研機構」という。）の農村工学研究所

との共同研究4を実施し、ＳＴＥＩＮの品質向上に努めている。 

 ＳＴＥＩＮを活用した施工の大きな特長として、「施工現場にある土壌を使う」ことが挙げら

                         
2 台湾に製造工場を持っていたが、天安門事件をはじめ政情不安等をきっかけに撤退している。 
3 独立行政法人緑資源機構（現・国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林整備センター）の新技術開発の一環
として、寒冷地での凍害問題の解決を目的とした共同研究 
4 豪雨時のため池の簡易な補強対策工法の開発を目的とした共同研究 

（図表１）同社の概要 

 

（備考１）同社提供資料をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
（備考２）写真右は久保祐一代表取締役社長、写真左は上林思瑶営業・企画部長。

なお、両者が手で持つものがＳＴＥＩＮ製品で土を硬化させたサンプル 



                                

 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

れる。これが、工

程のシンプル

化、期間の短縮

化、コストの低

減 5等につなが

っている。施工

は土とＳＴＥＩ

Ｎの混合開始か

ら４時間以内程

度で終了し、舗

装道路なら施工

後 24 時間で通

行可能になる

（図表２）。施工後１週間

ほどで、事前に目標として

いた強度を達成すること

もできる。また、普通セメ

ントでの施工とは異なり、

風化や浸食、熱による変形

等が起こりにくい性質か

ら、耐用年数は最長で45年

間と、メンテナンスがほぼ

不要となり、車道（管理道

路等）や歩道、水路、ため

池等の整備での普及が期

待されている。現場の土壌

を混ぜて使っていること

から、使用後の廃棄も不要

である。また、ＳＴＥＩＮ

構造物は、上部からの１㎠

あたり 30ｋｇ以上の加重にも耐えられることから、防草施工や防塵施工等、あるいは宅地開発

上の低炭素舗装等での活用に向けた試行が重ねられている（図表３）。さらに、ＳＴＥＩＮは、

使用する現場の土やＳＴＥＩＮ元素の配合比率等によって、施工後に保たれる強度に差がある

ことから、活用シーンに応じて工夫を重ねながら、今後、陸上自衛隊の演習場、キャンプ場、登

山道等での普及・活用も期待されよう。 

 ＳＴＥＩＮは高い環境性能6を持つことから、脱炭素社会の実現に向けた社会の潮流の中で、

大手建設会社から一定の評価を受けている。しかし、ＳＴＥＩＮの国内での普及が進まない主な

                         
5 アスファルト舗装に比べて、初期／維持コストは半分以下に抑えられる。 
6 ＳＴＥＩＮ製品（１㎥あたり）の製造にかかる二酸化炭素排出量は、（公財）日本道路協会が公表するデータ等を根拠
に試算すると、舗装用コンクリートの約 10 分の１、アスファルト合材の約４分の１である。 

（図表２）ＳＴＥＩＮを活用した施工フロー 

 
（出所）同社提供資料 

（図表３）国内における施工事例 

 
（出所）同社提供資料 
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理由として、普通セメント等とは異なり、土壌自体がＪＩＳ（日本工業規格）の基準外であり施

工後の品質を担保できないことが挙げられている。そのため、当面の実績を積み上げるため、以

下で紹介するとおり、海外での事業展開を推進している。こうした中、ＳＴＥＩＮは、2023 年

３月に、外務省・脱炭素技術海外展開イニシアティブ7の脱炭素製品として採択された。 

 村松氏の研究開発力に加えて、販売に全身全霊で熱意を注ぐ久保社長と上林部長の行動力が

相乗効果を生み、脱炭素社会への実現の流れの中で、ＳＴＥＩＮの実用化に向けた動きが加速し

ているといえよう。 

（３）ＪＩＣＡ支援事業の活用 

2016 年度のＪＩＣＡ支援事業の案件化調査に応募して海外市場に目を向けたきっかけは、（公

財）東京都中小企業振興公社の相談員からの提案8であった。久保社長は、「欲しい」という声に

どのように応えられるかを模索していく中、この採択をきっかけに「本当のスタート」と位置付

けて案件化調査、その約２年後の普及・実証・ビジネス化事業に取り組んだ。また、2014 年の農

研機構とのため池防災を目的とした共同研究を通じて、農研機構に所属する研究者からカンボ

ジア王国の水資源気象省を紹介されたことをきっかけに、カンボジア王国を対象国とした。当時、

カンボジア王国は土木建築ラッシュであり、水資源気象省からはインフラ設備関連の予算が限

られる中で、簡易かつ低コストでの道路や灌漑設

備等の施工が期待されていた。 

こうしたカンボジア王国での期待等を踏まえ、

2016 年７月から翌 17 年７月までを契約期間とし

た案件化調査は、農村道路や灌漑施設等の施工で

のＳＴＥＩＮ活用ならびにビジネス展開の可能性

を検証することを目的に行われた。数か所での土

壌検査や水兼農道でのテスト施工（図表４①）の

結果9、強度や耐久性等の性能面やコスト面におけ

るＳＴＥＩＮ活用の優位性が、データとして、お

おむね示された。また、施工の運営等における課

題は残したものの、おおむねビジネス展開の可能

性があることも示された。 

この結論を踏まえ、次のステップとして、普及・

実証・ビジネス化事業が、2019 年３月から 2023 年

１月までを契約期間として行われた。コロナ禍で

渡航は遅れたものの、2022 年１月から３月にかけ

て、現地でＳＴＥＩＮ製造装置が組み立てられ（図

表４②）、水資源気象省関係者等を対象に座学・Ｏ

ＪＴ研修が実施された。施工管理や施工方法等に

                         
7 外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page23_003429.html）を参照 
8 ＳＴＥＩＮは、2015 年に、同公社の海外支援商品に選出されている。 
9 現地での実証実験では、①灌漑施設および農道の造成実証、②造成物の経過を観察し、試験・施工内容の確認
および改善を実施、③ＳＴＥＩＮ製造にかかる生産技術の実証の３つを中心に行われた。なお、テスト施行の現場は、
コンポンチュナン県バリボー郡および県道 53Ａ道沿いであった。 

（図表４）ＪＩＣＡ事業における施工事例 

 
（出所）同社提供資料 



                                

 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

関するＯＪＴ研修も行った上で、ＳＴＥＩＮを活用したテスト施工が行われ、2022 年９月には、

ＳＴＥＩＮ製造装置が水資源気象庁に引き渡されている。また、現地の関係省庁や民間事業者向

けのセミナーも開催されている。本事業の現地製造にかかる課題は残ったものの、ＳＴＥＩＮ実

用化に向けたビジネス展開の可能性が改めて確認されている。 

（４）ＪＩＣＡ支援事業活用後の展開 

 カンボジア王国では、農村開発省が、現在、施工の優先順位を付けながら、国道から延びる支

線やプノンペン郊外の宅地道路等でのＳＴＥＩＮ活用を検討している。また、地雷を除去した後

の土地における活用も検討されている。また、アジア地域では、気候変動関連政策を進めている

スリランカにおいても、2016 年にＪＩＣＡから支援を受けた灌漑開発調査の実績を踏まえ、農

林水産省の海外技術協力促進検討事業（農地整備海外展開促進調査）を活用し、2021 年８月か

ら、ＳＴＥＩＮを活用した灌漑設備等の整備に取り組んだ（図表５①）。 

 現在は、上林部長が中心

となり、アジア地域での事

業展開と並行して、ケニア

を中心としたアフリカ地

域での事業展開に力を入

れている。 

 ケニアでの事業展開で

は、過去の名刺等を頼りに

ＳＮＳ等を駆使しながら

ケニア人の人脈を開拓し、

現地のＳＴＥＩＮ販売代

理店を確保した。ケニアで

は、高い単価の見込める養

殖産業への投資が盛んに

なっていることを踏まえ、

現地代理店が大規模農家

や漁業省が管理する土地

での試験施工を通じ初期

コストを抑えてため池を

施工、また、雨期に周辺の

農地に被害が出ないよう、

ため池の補強工事等にＳ

ＴＥＩＮを活用する試みを進めている（図表５②）。また、2022 年から、世界銀行の資金を活用

して、ケニア・モイ大学との共同研究にも取り組んでおり、同国で土木工事に問題となる Black 

cotton soil（黒綿土10）の解決、ケニア国内に複数存在する国立公園の管理道路の舗装をはじめ

実証実験が重ねられている。当該実験では、ケニア国内の採取場所ならびに土壌の分類ごとに強

度がまちまちであるといった結果が出ており、今後のケニアにおけるＳＴＥＩＮ実用化に向け

                         
10 粘土質で暗色の土壌に対する総称 

（図表５）海外における施工事例 

 

（出所）同社提供資料 
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た試金石となっている。そのほか、国際連合（人間居住計画（ＵＮ Ｈａｂｉｔａｔ））の難民キ

ャンプでは、2022 年６月から、キャンプ内のコミュニティ道路の施工や洪水防止のための水路

施工等でのＳＴＥＩＮ活用を進めている（図表５③）。 

 ケニア以外のアフリカ地域での事業展開では、独立行政法人日本貿易振興機構（以下、「ＪＥ

ＴＲＯ」という。）との接点を契機に、2019 年８月に、横浜市で開催された第７回アフリカ開発

会議（ＴＩＣＡＤ７）においてチャレンジブースを出展した。これがきっかけとなり、ナイジェ

リアにおいて、ＳＴＥＩＮを活用した道路舗装のトライアル施工に取り組んでいる（図表５④）。

また、2022 年３月に、ＪＥＴＲＯ主催のオンライン商談会（2021 年）で協議したガーナの大手

総合建設会社とＭＯＵ（基本合意書）を締結し、チュニジアで開催されたＴＩＣＡＤ８にて発表

した。さらに、作物を輸送中のフードロス削減のため、農業セクターでのＳＴＥＩＮ実用化に向

けて協働をしている。 

 こうしたケニア、ナイジェリア、ガーナでの取組みを通じて、同社は、ビジネスモデルとして、

「道路の舗装（施工）＋α」、ひいてはＳＴＥＩＮを中核に据えた地域経済循環を創出できるよ

う邁進している。ＳＴＥＩＮを活用した施工案件の受注が実現することで、地元産セメントの活

用、現地でのＳＴＥＩＮ製造体制の構築、これらを通じた雇用の創出により、現地の経済活性化

に貢献することを目指している。また、現地の要望に応じて、他の中小企業が持つ優れた技術と

連携したパッケージ商品を企画する等、久保社長は、農村地域のインフラ整備をトータルサポー

トしたいという希望も抱いている。 

 同社は、アフリカへの事業展開をはじめとする今後のチャレンジの中で、融資に限らず資金調

達手段を多様化したいという。同社をサポートする金融機関には、ビジネス拡大のきっかけとな

るイベント等の案内のほか、クラウドファインディングを含めた幅広い資金調達手段の提案等

が期待されている。 

３．おわりに 

 本稿の事例から、中小企業の海外事業展開にあたってのキーワードは、ニュース＆トピックス

No.2023-1211（2023 年４月 24 日発行）で挙げた「外部連携・外部活用」に加えて、「熱意（パッシ

ョン）」も挙げられよう。久保社長や上林部長がおっしゃっていた「社会に貢献したい」という強い

熱意（パッション）は大きな原動力になるだろう。特に海外を対象とする新たな事業に挑戦するた

めには、「ダイバーシティ（多様性）」も求められるといえよう。 

 また、ＳＴＥＩＮのような環境性能に優れ、かつ社会貢献度の高い製品を海外展開するにあたっ

ては、わが国の政府・政府系機関等からの“後ろ盾”を得ることが有効であると思われ、その一環

として、ＪＩＣＡの果たす役割は大きいだろう。 

                                        以 上 
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